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平成２４年度の一般会計決算額は、歳入総額が５，７０２億６,１００万円、

歳出総額が５，６７３億５，５００万円となり、前年度に引き続き歳入・歳出と

も減となりました。 

 歳入総額については、前年度決算額と比較すると１．７％の減となっています。

これは、固定資産税の減などによる市税の減、児童（子ども）手当の制度改正に

よる地方特例交付金や国庫支出金、県支出金の減、臨時財政対策債の減による市

債の減などがあったことによるものです。 

歳出総額については、前年度決算額と比較すると１．４％の減となっています。

これは、障害者（児）介護給付等事業費や生活保護費の増加などによる健康福祉

費の増や、中高一貫教育校新設事業費などの増加による教育費の増の一方で、定

年退職者数や職員数の減少に伴う職員給与費の減などによる総務費の減、リサイ

クルパークあさお整備事業などの進捗による環境費の減、新川崎・創造のもり第

３期地区整備事業の進捗などによる経済労働費の減などによるものです。 

 また、歳入歳出差引額から、平成２５年度への繰越事業に充当する繰越財源を

差し引いた実質収支額、いわゆる剰余金は７，５００万円となりました。 

平成２４年度の財政状況は、当初予算に見込んだとおり大変厳しいものとなり

ましたが、東日本大震災への緊急的な対応をはじめ、子育てや障害者、高齢者の

ための施策の充実など、市民が安心して日常生活を送るための施策を着実に推進

するため、当初予算に９５億円計上していた減債基金の新規借入を６７億円に圧

縮して活用しました。 

今後も、社会経済情勢の変化に伴う新たな課題に迅速かつ柔軟に対応するとと

もに、市民の皆様が期待する基礎自治体としての取組を着実に進めるため、健全

な財政運営に努めてまいります。 

以下、平成２４年度決算のあらまし、並びに、平成２５年度上半期予算執行の

あらましについてご説明いたします。 


